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代表者メッセージ

❝
地域に根ざし、デジタルとアナログの融合で次世代の不動産サービスへ

デジタル技術を活用し、急激なビジネス環境の変化に対応しながら、サービス・業務・組織・企業風土を変革し、競

争上の優位性を確立してまいります。またDXの推進によってSDGsの推進も同時に行い、環境保全や質の高いサービ

スを提供できる企業風土を作りたいと考えています。

重要なのは、闇雲にデジタル化するのではなく、大企業には出来ない地域密着型の人対人のコミュニケーションを大

切にした、アナログとのバランスのとれた融和を目指すことです。一方、社内業務はデジタル化を推進し、一人ひと

りの作業効率化と社内情報共有の徹底を図り、質の高いサービスの実現を目指してまいります。

株式会社ユタカ不動産
代表取締役 齋藤栄太郎

株式会社ユタカ不動産 ｜ DX推進の取り組み



経営ビジョンとビジネスモデルの方向性
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経営理念 「社員とその家族の幸せを願い、ユタカ不動産でよかったと感謝の声を頂けるよう努める」

社会環境の認識

不動産業界においてもデジタル技術の活
用が急速に進んでいます。一方で、顧客
との信頼関係を築くうえでのアナログな
コミュニケーションの重要性は変わりま
せん。こうした変化に対応しつつ、大企
業には真似できない地域密着型のきめ細
やかなサービスを差別化の軸として位置
づけます。

経営ビジョン

人対人のコミュニケーションを前提に、
デジタル技術を活用して急激なビジネス
環境の変化に対応し、サービス・業務・
組織・企業風土を変革することで競争上
の優位性を確立します。SDGsの推進を
通じ、環境保全に配慮した企業としての
社会的責任を果たしてまいります。

ビジネスモデルの方向性

社内業務はデジタル化を推進し、一人ひ
とりの作業効率化と社内情報共有の徹底
によって生産性を向上させます。営業・
顧客対応においては、デジタルとアナロ
グのバランスのとれた融合を実現し、全
世代に対応した地域密着型サービスモデ
ルを確立します。

※ 本ビジョンおよびビジネスモデルの方向性は、代表取締役を含む経営会議において決定し、全社的に推進しています。



DX戦略の全体像
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「デジタル×アナログ融合による地域密着型不動産DX戦略」

戦略①

社内業務デジタル化による効率改善 【変革の結果】繁忙期の残業削減・業務の標準化
を実現

不動産取引に特化したソフトウェアの選定・見直しを行い、社内業務のデジタル化を推進します。問い合わせ対応から追客・契
約・クレーム対応・オーナー報告書作成まで一連の業務フローをシステムで支援し、社員一人ひとりの作業量を削減します。

戦略②

データ活用による顧客対応力の強化 【変革の結果】担当者の判断精度向上・顧客満足
度の改善

賃貸・売買における各種データを蓄積・分析し、ビッグデータと自社顧客データ・地域別データを組み合わせて可視化します。
担当者が即座に誤差の少ない対応を行えるようにし、物件査定精度の向上を図ります。アナログとのバランスを保ち全世代が利
用しやすい接点を維持します。

戦略③

SDGs推進と持続可能な地域貢献 【変革の結果】ペーパーレス化・環境配慮型業務
への転換

デジタル化による社内効率化を土台に、ペーパーレス化・省エネ対応等の環境配慮型の業務運営を推進します。不動産取引を通
じた地域社会への貢献と環境保全の取り組みをデジタル技術で支援し、SDGsの達成を目指します。

※ 本DX戦略は、代表取締役を含む経営会議において決定し、全社的に推進しています。



DX推進体制と人材育成
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DX推進体制

代表取締役（実務執行総括責任者）
齋藤栄太郎

DX推進責任者
（齋藤栄太郎兼任）

DX推進チーム

DX推進リーダー
（次世代担当） 各業務担当者

外部ITベンダーと連携し、システム導入・運用支援・技術的課
題対応を補完

デジタル人材の育成・確保

自律的なデジタル活用の促進

日常業務の中でデジタルツールを自律的に活用できる人材を育成し、全
員がDX推進に参画できる体制を構築します。

業務システム習熟研修

不動産業務に特化したシステム（イタンジ・日本情報クリエイト等）の
操作習熟研修を実施します。

DX推進チームの体制整備

次世代DX推進担当を中心に、デジタルスキルの体系的な育成を推進しま
す。

PDCAによる継続改善

プロジェクト単位で随時、半期ごとに全体を実務執行総括責任者が確認
・レビューし、継続的な改善を図ります。



ITシステム環境整備の方針
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① 不動産業務特化型システムの選定・導入

社員の業務量削減と繁忙期の残業改善を目的に、不動産取引に特化した業務管理システムを選定・整備します。問い合わせ受付から追
客対応・契約・入居後のクレーム対応にいたる一連の業務フローをシステム上で管理できる環境を構築し、業務の標準化と作業時間の
削減を実現します。

② 顧客・物件データの一元管理基盤の構築／地域別データの活用環境の整備

賃貸・売買における各種データをクラウド上に蓄積・管理する社内データ基盤を整備します。全社員がリアルタイムで情報を参照でき
る環境を構築し顧客対応の属人化を解消します。自社データと外部ビッグデータを組み合わせた分析・可視化環境を整備し、データド
リブンな不動産提案を実現します。

③ オーナー向けレポート・確定申告支援機能の整備

オーナー様の確定申告に必要な収支報告書の作成業務をシステム化し、レポート出力の自動化・効率化を図ります。担当者の手作業負
担を大幅に削減するとともに、データをもとに修繕・リノベーション提案や賃料設定の再設計を行える環境を整備します。



KPI・達成指標
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定性指標：いつまでに何をやるか

取り組み内容 目標期限 対応するDX戦略

不動産業務特化システムの選定・導入 1年以内 戦略①

顧客・物件データの一元管理基盤の構築／地域別データ活用環境の整備 5年以内 戦略②

DX推進体制の確立（DX推進チームの正式設置・定例レビュー体制） 1年以内 全戦略共通

SDGs・環境配慮型業務運営の実現（ペーパーレス化等） 5年以内 戦略③

定量指標：前年比での改善目標

25%削減
社員一人あたり残業時間 （3年以内 ／ 戦略

①）

10%改善
ペーパーレス化率 （5年以内 ／ 戦略③）

5%向上
売上高・成約件数 （5年以内 ／ 戦略②）

※ 半期ごとに実務執行総括責任者がレビューし、PDCAサイクルで継続的に改善します。
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